
価格転嫁対策にかかる取組について
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１.  価格転嫁対策
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 「成⻑と分配の好循環」を⽬指す上で、⼤企業の業績を中⼩企業の賃上げまでつなげていくことが⼤きな課題。
中⼩企業の業績は、⼤企業と⽐較して低い傾向が継続しており、価格転嫁を進めることが重要。

 2024年の従業員300⼈未満の企業における「春闘賃上げ率」は、物価⾼騰や⼈⼿不⾜等を背景に4.45％の
伸びを記録。

 サプライチェーン全体で⼀層の価格転嫁が進み、中⼩企業の賃上げが継続的に⾏われるように、価格転嫁・取
引適正化と⽣産性向上⽀援を推進することが重要。

（出所）⽇本労働組合総連合会資料から作成。
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春闘賃上げ率の推移
(従業員300⼈未満)（%）
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中⼩企業・⾮製造業
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資料︓財務省「法⼈企業統計調査季報」
（注）資本⾦10億円以上の企業を⼤企業、資本⾦1000万円以上1億円未満の企業を中⼩企業とする。

後⽅四半期移動平均で算出。
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経済産業省・中⼩企業庁の価格転嫁対策

価格転嫁への機運醸成 から 賃上げ環境の整備
成⻑と分配の好循環の実現

原材料価格、エネルギー価格、労務費の⾼騰が続く中、地域経済を担う中⼩企業が付加価値を⾼めるために
は、コスト上昇分の適切な価格転嫁が必要不可⽋。
このような状況を踏まえ、発注側である親事業者と受注側である下請事業者の双⽅にアプローチすることで、取
引の適正化、適切な価格転嫁を促していく。
適切な価格転嫁が実現することで、成⻑の果実を企業が従業員にしっかりと分配して、未来への投資である賃
上げを原動⼒に、更なる成⻑に繋げ、成⻑と分配の好循環を実現する。

受注側企業への⽀援

4

■法律の厳正な執⾏
①下請代⾦法
規制法。買いたたき等を禁⽌。⽴⼊検査、改善指導、公取への
措置請求等を実施。

②下請振興法
望ましい取引のあり⽅（振興基準）を策定・公表し、親事業者等
に指導・助⾔を実施。

③フリーランス法
フリーランスの取引環境、就業環境の整備。 2024年秋 施⾏。

■業界への働きかけ
③価格交渉促進⽉間
毎年９⽉と3⽉が促進⽉間、発注側企業と受注側企業の価格
交渉・価格転嫁を促進。2021年9⽉開始、今年9⽉で７回⽬

④パートナーシップ構築宣⾔の普及
サプライチェーン全体での付加価値向上や取引関係の適正化に向
けて、⾃治体、商⼯団体と連携し宣⾔の普及拡⼤を推進。

■受注側企業の実態把握
①下請Gメンによるヒアリング
現在３3０名体制、全国各地の下請等中⼩企業を訪問し親事
業者等との取引実態についてヒアリングを実施。
⽬標件数︓約1万件／年

②下請Gメンによるフォローアップ調査
「価格交渉促進⽉間」における取組の⼀環としてフォローアップ調査
の電話等のヒアリング調査を下請けGメンが実施。

■相談窓⼝・価格転嫁サポート体制の強化
③下請かけこみ寺による相談対応
④価格転嫁サポート窓⼝の活⽤
令和5年7⽉より、全国のよろず⽀援拠点に「価格転嫁サポート窓
⼝」を設置

親企業（発注者側企業）への働きかけ



下請代⾦⽀払遅延等防⽌法関係（下請代⾦法）
法律の厳正な執⾏

●「下請代⾦を⽀払ってもらえない」、「契約後に⼀⽅的に下請代⾦を減額された」などの不公正
な取引は、下請代法違反のおそれがある。

●下請代⾦法に基づき、調査、⽴⼊検査、改善指導、公正取引委員会への措置請求などを実施し、
取引の適正化に取り組む。

中⼩企業庁

近畿経済産業局

公正取引委員会

勧告・公表

下請事業者
からの申告 指導⽂書

⾏政指導

公正取引委員会
への
措置請求・公表

重⼤な
違反⾏為

検査・⾏政指導の流れ

端 緒 指 導 等

検 査

親事業者に対する
⽴⼊検査

中⼩企業庁
定期書⾯
調査

親事業者●社
下請事業者●社

Gメンヒアリング

定期調査の結果、違反の疑いのある
親事業者に対して

注意喚起の警告⽂を発出

⽴⼊検査の結果、違反⾏為が認められた
親事業者に対して

書⾯により改善指導を実施
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親企業への働きかけ
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● ①コストの著しい上昇分が公表資料から把握可能である場合において、②据え置かれてい
る対価は、下請事業者の利益を損ない、経営を圧迫することになる。

● 今般、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を踏まえ、上記①及び②に
該当する下請代⾦の額を「通常⽀払われる対価に⽐し著しく低い下請代⾦の額」と取り扱う
ことを明確化する。

● ただし、買いたたきに該当するためには、別途「不当に定める」の要件も満たすことが必要。

【コスト上昇局⾯における取引価格の据置き】（例）
通常⽀払われる対価
（コスト上昇前） コスト︓︖円 ︖円

通常⽀払われる対価
（コスト上昇後の
あるべき市価）

コスト︓︖円 ︖円

従前の対価 コスト︓６０円 １００円

コスト上昇後、
据え置かれた対価 コスト︓９０円 １００円

①コストの著しい上昇が
公表資料から把握可能

①コストの著しい上昇が
公表資料から把握可能

「通常⽀払われる対価
に⽐し著しく低い下請
代⾦の額」と取り扱う

下請事業者の利益を損ない、経営を圧迫

②据置き

価格据え置きへの対応ついて（下請法運⽤基準） 親企業への働きかけ



＜⼿形の廃⽌について＞
○成⻑戦略実⾏計画（2021年6⽉ 閣議決定）
「本年夏を⽬途に、産業界及び⾦融界による⾃主⾏動計画の策定を求めることで、 ５年後の約束
⼿形の利⽤の廃⽌に向けた取組を促進する。」
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⼿形等のサイト短縮について（下請法指導基準）
 ⼿形等（⼿形・電⼦債券、⼀括決済⽅式（ファクタリング等））のサイトについて、業種を問わず60⽇以内とする。

令和6年11⽉１⽇から運⽤開始。

（従前）繊維業は90⽇・その他業種は120⽇→（変更後）業種を問わず60⽇

■⼿形払い(⼿形サイト６０⽇)の場合（例）

製品や役務の受領⽇ ⽀払⽇＝⼿形交付⽇ 満期⽇＝⼊⾦⽇

※⽀払⽇までの期間（60⽇）＝現⾦受領までの期間【60⽇】

※⽀払⽇までの期間（60⽇）＋⼿形サイト（６0⽇）＝現⾦受領までの期間【１２0⽇】

4/1 5/1 6/1 ８/1

■現⾦払いの場合（例）

商品や役務の受領⽇ ⽀払⽇＝⼊⾦

4/1 5/1 6/1

⼿形サイト６0⽇間

親企業への働きかけ



「価格交渉促進⽉間」における取組

業所管省庁業所管省庁

下請事業者

親事業者親事業者
中⼩企業庁中⼩企業庁

経営陣経営陣

調達部⾨調達部⾨

②フォローアップ調査
親事業者による対応や回答について
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③企業リストの公表
④指導・助⾔の実施

⑤改善の指⽰

①価格交渉促進⽉間
の積極周知・広報

（毎年９⽉、３⽉） ※回答が親事業者
に知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

 中⼩企業の賃上げ実現の鍵となる価格交渉、価格転嫁を経済界全体で促すため、毎年３⽉と９⽉を「価格
交渉促進⽉間」と設定し、経済界に周知・依頼（①）。

⇒ 成果を確認するため、各「⽉間」の終了後、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、中⼩企業
に対して「①アンケート調査（30万社）、②下請Ｇメンによるヒアリング」を実施し、結果を取りまとめ。

⇒ 業界ごとの取組状況や、社名公表等により経営陣にも関与させ、取引⽅針の改善に繋げて来た。

 2021年９⽉に開始。 今年９⽉は、７回⽬の「価格交渉促進⽉間」。

親企業への働きかけ
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取引⽅針の改善サイクル（個別企業および各業界全体）

ই
⑀
ট
␗
॔
⑁
উ
調
査

各業界団体で
業種特有の課題
指摘・改善提案

を受⽌め

改定案
承認

結
果
公
表

︵
業
種
ছ
থ
य़
থ
ॢ
等
︶

３
⽉
価
格
交
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促
進
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間

業所管
省庁への
報告

下請Gメン330名体制、年間約１万件ヒアリング、 業種ごとの課題の把握・分析

業
所
管
省
庁
・
中
⼩
企
業
庁

関係
省庁
会議

成
果
भ
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؞
確
認
︑
今
後
भ
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針
भ
指
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官邸から各省へ
改定・徹底の指⽰

公正取引委員会と中⼩企業庁との連携

企
業
জ
५
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公
表

指
導
؞
助
⾔
भ
実
施

９
⽉
価
格
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渉
促
進
⽉
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親事業者の取引⽅針改善

ই
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॔
⑁
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調
査

【関係省庁会議】

⾃主⾏動計画の
改定・徹底の
フォローアップを実施。

 原材料費やエネルギー費、労務費等が⾼騰する中、コスト上昇分をサプライチェーン全体で適切に分担し、中
⼩企業の賃上げ原資を確保するためにも、以下の2つの適正化プロセスを確⽴し、価格転嫁はじめ取引適正
化を継続的に推進。

1. 価格交渉促進⽉間の推進により、個別企業の取引⽅針の改善
2. 業界団体を通じ、業界全体での取引適正化

3⽉ ７⽉４⽉ ５⽉ ６⽉ ８⽉ ９⽉・・・・

⾃主⾏動計画の
改定作業開始

 １．下請からの情報を活⽤した取引⽅針の改善（価格交渉促進⽉間）

２．業界団体を通じた取引適正化のプロセス体系化・強化

親企業への働きかけ
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〈取引適正化に向けた⾃主⾏動計画 策定団体 ２９業種７９団体 （令和6年10⽉時点）〉
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団体名業種
⼀般社団法⼈⽇本⾃動⾞⼯業会／⼀般社団法⼈⽇本⾃動
⾞部品⼯業会

⾃動⾞

⼀般社団法⼈⽇本⾦型⼯業会／⼀般社団法⼈⽇本⾦属熱
処理⼯業会／⼀般社団法⼈⽇本⾦属プレス⼯業協会／⼀
般社団法⼈⽇本⼯業炉協会／⼀般社団法⼈⽇本ダイカス
ト協会／⼀般社団法⼈⽇本鍛圧機械⼯業会／⼀般社団法
⼈⽇本鍛造協会／⼀般社団法⼈⽇本鋳造協会／⼀般社団
法⼈⽇本鋳鍛鋼会／⼀般社団法⼈⽇本バルブ⼯業会／⽇
本粉末冶⾦⼯業会

素形材(11団体連名で策定)

⼀般社団法⼈⽇本建設機械⼯業会／⼀般社団法⼈⽇本産
業機械⼯業会／⼀般社団法⼈⽇本⼯作機械⼯業会／⼀般
社団法⼈⽇本半導体製造装置協会／⼀般社団法⼈⽇本ロ
ボット⼯業会／⼀般社団法⼈⽇本計量機器⼯業連合会／
⼀般社団法⼈⽇本分析機器⼯業会／⼀般社団法⼈⽇本鉄
道⾞輌⼯業会／⼀般社団法⼈⽇本ガス⽯油機器⼯業会

機械製造業

⼀般社団法⼈⽇本航空宇宙⼯業会航空宇宙⼯業
⽇本繊維産業連盟／繊維産業流通構造改⾰推進協議会繊維(2団体連名で策定)
⼀般社団法⼈電⼦情報技術産業協会／⼀般社団法⼈ビジ
ネ
ス機械・情報システム産業協会／⼀般社団法⼈情報通信
ネットワーク産業協会／⼀般社団法⼈⽇本電機⼯業会／
⼀般社団法⼈カメラ映像機器⼯業会

電機・情報通信機器

⼀般社団法⼈情報サービス産業協会情報サービス・ソフトウェア
⼀般社団法⼈⽇本スーパーマーケット協会／⼀般社団法⼈
全
国スーパーマーケット協会／⼀般社団法⼈⽇本チェーン
ドラッグストア協会／⼀般社団法⼈⽇本ボランタリーチ
ェーン協会／⼀般社団法⼈⽇本フランチャイズチェーン
協会／⼀般社団法⼈⽇本DIY・ホームセンター協会

流通業（スーパー、コンビニ、ドラッグストア等
⼩売業）

⼀般社団法⼈⽇本建材・住宅設備産業協会／⼀般社団法
⼈アジア家具フォーラム／⼀般社団法⼈⽇本オフィス家
具協会
／⼀般社団法⼈⽇本家具産業振興会／全⽇本ベッド⼯業
会

家具・建材・住宅設備業

⽇本製紙連合会／全国段ボール⼯業組合連合会紙・紙加⼯業

団体名業種
⼀般社団法⼈⽇本電線⼯業会／⼀般社団法⼈⽇本鉄鋼連
盟／⼀般社団法⼈⽇本アルミニウム協会／⼀般社団法⼈
⽇本伸銅協会

⾦属産業

⼀般社団法⼈⽇本化学⼯業協会／塩ビ⼯業・環境協会／化
成品⼯業協会／⽯油化学⼯業協会／⼀般社団法⼈⽇本ゴ
ム⼯業会／⽇本プラスチック⼯業連盟

化学産業(6団体連名で策定)

公益社団法⼈全⽇本トラック協会トラック運送業※国⼟交通省より要請
⼀般社団法⼈⽇本建設業連合会建設業※国⼟交通省より要請
⼀般社団法⼈全国警備業協会警備業※警察庁より要請
⼀般社団法⼈電気通信事業者協会通信業※総務省より要請
放送コンテンツ適正取引推進協議会放送コンテンツ業※総務省より要請
⼀般社団法⼈⽇本貿易会商社
⼀般社団法⼈全国銀⾏協会⾦融業※約束⼿形の利⽤の廃⽌関係
⼀般社団法⼈⽇本印刷産業連合会印刷業
⼀般社団法⼈⽇本造船⼯業会／⼀般社団法⼈⽇本中⼩型
造船⼯業会造船業※国⼟交通省より要請

⼀般社団法⼈住宅⽣産団体連合会住宅業※国⼟交通省より要請
⼀般社団法⼈⽇本広告業協会広告業
送配電網協議会電⼒業
⼀般財団法⼈⾷品産業センター／酒類業中央団体連絡協議
会⾷品製造業※農林⽔産省・国税庁より要請

⼀般社団法⼈⽇本加⼯⾷品卸売協会／⼀般財団法⼈⽇本
外⾷品流通協会／⼀般社団法⼈⽇本給⾷品連合会／全国
給⾷事業協同組合連合会／⼀般社団法⼈全国⻘果卸売市
場協会／全国⿂卸売市場連合会

⾷品卸売業※農林⽔産省より要請

⼀般社団法⼈⽇本フードサービス協会飲⾷業※農林⽔産業より要請
公益財団法⼈⽇本賃貸住宅管理協会／⼀般社団法⼈マン
ション管理業協会不動産管理業

公益社団法⼈全国ビルメンテナンス協会その他のサービス業



受注側企業の実態把握・相談対応
下請Ｇメンによる訪問調査

●平成29年1⽉より、中⼩企業庁では、取引調査員（下請Gメン）を配置して下請等中⼩企業
者を訪問。令和5年9⽉から12⽉までに1万件を超えるヒアリングを実施。

●現在３３０名体制で、全国各地の下請等中⼩企業を訪問し親事業者等との取引実態について
のヒアリングを実施、国や業界が定めるルールづくりに反映、下請代⾦法に基づく取締り
の端緒情報に活⽤するなど、適正取引に向けた取組を強く促進。

これまでに、以下のような声を政府の基準改正に反映してきました。
(1)「発注予定額の○○％」など合理性のない引き下げを要請される。
(2)光熱費、原材料費などの値上げを申請すると、「他社はどこも⾔ってきてない」

「貴社だけですよ」などと⾔われる。
(3)⾦型の返却や保管料負担の話をするが、何も対応してもらえない。
(4)⼿形では下請代⾦の受け取りまでに数ヶ⽉かかり、資⾦繰りが厳しくなる。
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取引上の悩み相談等窓⼝︓

①下請かけこみ寺（中⼩企業庁の委託事業）︓ 年間相談実績１万件以上、秘密厳守、相談無料
47都道府県に設置フリーダイヤル︓０１２０－４１８－６１８

②不当なしわ寄せに関する下請相談窓⼝
（公正取引委員会）
「ゼロゼロ１１０番」 ０１２０－０６０－１１０
取引先から不当なしわ寄せを受けるおそれのある中⼩事業
者等の皆様から、下請法に関する相談を受け付けています。
受付時間10:00~17:00(⼟⽇祝⽇・年末年始を除く)

12
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下請かけこみ寺HP︓https://zenkyo.or.jp/kakekomi/index.htm

企業間取引に関する様々な相談に相談員等が応じます。
裁判外紛争解決（ＡＤＲ）⼿続により簡易・迅速な紛争解決を⾏います。
相談費⽤や調停費⽤は無料です。

相
談
者
︵
中
⼩
企
業
︶

下
請
か
け
こ
み
寺

⼀般的な取引に関する相談
親事業者との交渉⽅法等、

適切な助⾔を⾏い、解決へと導く

下請代⾦⽀払遅延等防⽌法・
独占禁⽌法に関する相談

法令違反が疑われる場合は、
速やかに経済産業局に相談案件を取り次ぐ

裁判外紛争解決を希望する場合
希望者の所在地を勘案し、
調停⼈（弁護⼠）を紹介

無料弁護⼠相談を希望する場合
希望者の所在地を勘案し、

最寄りの弁護⼠事務所を紹介

運送業の取引に関する相談 適正取引相談窓⼝を紹介

建設業の取引に関する相談
駆け込みホットライン、建設業取引適正化センター

⼜は建設紛争⼯事審査会を紹介

 下請代⾦の減額など企業間取引に係る各種相談への対応や裁判外紛争解決⼿続
を⾏うため、各都道府県の下請企業振興協会の協⼒を得て、
本部（東京）及び全国47都道府県に「下請かけこみ寺」を設置。

下請かけこみ寺（事業内容） 受注側企業への⽀援
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価格転嫁サポート体制の強化

（出典）株式会社帝国データバンク資料
（２０２３／２／９ 特別企画︓
価格転嫁の成功理由に関する企業アンケート）

 7⽉より、全国のよろず⽀援拠点に「価格転嫁サポート窓⼝」を設置し、中⼩企業等に対する価格交
渉に関する基礎的な知識の習得⽀援や、原価計算の⼿法の習得⽀援を実施。

 商⼯会議所・商⼯会等へ価格交渉ハンドブックを配布、⽀援機関においても価格転嫁に関する基本
的な知識の習得⽀援等を⾏い、中⼩企業の価格転嫁を⽀援する全国的なサポート体制を整備。

中⼩企業

取引先

③原価を⽰した
価格交渉 ④コスト増加に応じた⽀払い

価格転嫁サポート窓⼝
（よろず⽀援拠点）

＜価格転嫁サポート窓⼝の⽀援イメージ＞

②原価計算の⽀援
①経営相談

・原価管理に係る基礎⽀援

原価管理の⽬的とその算
出に係る考え⽅、製品原価
の算出に必要な情報の把
握⼿法等について助⾔。

・製品原価算出に係る実践的
な提案

個々の企業の実態を踏ま
えた、具体的な製品毎の
原価の算出⽅法等を提案。

・
・
・
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2024年3⽉ 価格交渉促進⽉間フォローアップ調査の概要

①アンケート調査
○調査の内容
中⼩企業等に、2023年10⽉〜2024年3⽉末までの期間における、発注企業（最⼤3社分）との間の価格交渉・転嫁の状
況を問うアンケート票を送付。
調査票の配布先の業種は、経済センサスの産業別法⼈企業数の割合（BtoC取引が中⼼の業種を除く）を参考にして抽出。

○配布先の企業数 30万社
○調査期間 2024年4⽉18⽇〜5⽉31⽇
○回答企業数 46,461社（※回答から抽出される発注企業数は延べ67,390社）

（参考︓2023年9⽉調査︓36,102社（延べ44,059社）
2023年３⽉調査︓17,292社（延べ20,722社)

○回収率 15.5％ （※回答企業数/配布先の企業数）
（参考︓2023年9⽉調査︓12.0％、2023年３⽉調査︓5.8％)

 原材料費やエネルギー費、労務費等が上昇する中、多くの中⼩企業が価格交渉・価格転嫁できる環境整備のため、
2021年9⽉より毎年9⽉と3⽉を「価格交渉促進⽉間」と設定。2024年3⽉で6回⽬。

 成果を確認するため、各「⽉間」の終了後、価格交渉・価格転嫁それぞれの実施状況について、中⼩企業に対して
「①アンケート調査、②下請Ｇメンによるヒアリング」を実施。必要に応じて⼤⾂名での指導・助⾔等に繋げていく。

②下請Gメンによるヒアリング調査
○調査の内容
発注企業との間における価格交渉の内容や転嫁状況等について、全国の中⼩企業から広くヒアリングを実施。

○調査期間 2024年5⽉15⽇〜6⽉28⽇（予定）
○ヒアリング件数 約2,000社（予定）
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（参考）価格交渉 【アンケート質問票と回答分布】

9⽉

①

④

3⽉

n=44,059

①

②

⑥

⑦

⑨

n=67,390

18.4%14.3%発注企業から、交渉の申し⼊れがあり、価格交渉が⾏われた。①

41.1%44.2%受注企業から、発注企業に交渉を申し出、価格交渉が⾏われた。②

0.4%0.2%コストが上昇せず、価格交渉は不要と判断し、発注企業からの申し⼊れを辞退した。③

13.1%16.3%コストが上昇せず、発注企業から申し⼊れはなかったが、価格交渉は不要と判断し、
受注企業から交渉を申し出なかった。④

0.6%0.5%コストが上昇したが、価格交渉は不要と判断し、発注企業からの申し⼊れを辞退した。⑤

16.2%16.8%コストが上昇し、発注企業から申し⼊れはなかったが、価格交渉は不要と判断し、
受注企業から交渉を申し出なかった。⑥

0.3%0.3%コストが上昇し、発注企業から申し⼊れがあったが、発注減少や取引停⽌を恐れ、
発注企業からの申し⼊れを辞退した。⑦

7.8%5.4%コストが上昇したが、発注企業から申し⼊れがなく、発注減少や取引停⽌を恐れ、
受注企業から交渉を申し出なかった。⑧

2.2%2.2%コストが上昇し、発注企業から申し⼊れがなく、
受注企業から交渉を申し出たが、応じてもらえなかった。⑨

直近６ヶ⽉間における価格交渉の状況
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7.8％

交渉を希望したが、
⾏われなかった
10.3％

価格交渉の状況

9⽉

直近６ヶ⽉間における価格交渉の状況

n= 67,390

交渉が⾏われた
59.4％

コストが上昇せず
価格交渉は不要
13.4％

コストは上昇したが
価格交渉は不要
16.8％

3⽉

n= 44,059

58.5％

発注企業からの
申し⼊れにより
交渉が⾏われた

16.4%

※①〜⑨の凡例（中⼩企業への質問項⽬）は次ページ参照

17.3％

 「発注企業から交渉の申し⼊れがあり、価格交渉が⾏われた」割合は、昨年9⽉から更に増加（14.3%→18.4%）。（昨年3⽉ 7.7％）

 発注企業との価格交渉が⾏われた割合も、微増（58.5%→59.4%）。

⇒ 発注企業の⽅からの交渉申し⼊れも浸透し始め、価格交渉できる雰囲気が更に醸成されつつある。
 ⼀⽅で、「価格交渉を希望したが、交渉が⾏われなかった」割合が増加（7.8%→10.3%）。
⇒ 引き続き、労務費指針の徹底等による価格交渉の機運醸成が必要。
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価格交渉の実施状況の業種別ランキング（発注企業の業種毎に集計）
 今回から、「交渉して貰えたか否か」の回答（点数化）の業界平均点を公表。
 価格交渉に応じられていない業種は、交渉の結果である価格転嫁率においても、⽐較的低い順位にあり。

2024年3⽉平均点2023年9⽉平均点2024年3⽉順位
6.546.80全体ー
7.547.47化学↑ １位
7.397.38鉱業・採⽯・砂利採取↑２位
7.386.03製薬↑３位
7.187.05電気・ガス・熱供給・⽔道↑４位
7.016.45廃棄物処理↑５位
6.986.97飲⾷サービス↑６位
6.946.82繊維↑ ７位
6.897.32卸売↓８位
6.886.75情報サービス・ソフトウェア↑９位
6.706.99⼩売↓１０位
6.707.43広告↓１０位
6.636.90⾷品製造↓１２位
6.616.91建設↓１３位
6.546.45印刷↑１４位
6.517.15電機・情報通信機器↓１５位
6.466.79造船↓１６位
6.447.04機械製造↓１７位
6.427.06紙・紙加⼯↓１８位
6.385.81放送コンテンツ↑１９位
6.336.61⾃動⾞・⾃動⾞部品↓２０位
6.155.33通信↑２１位
6.156.11不動産業・物品賃貸↑２１位
6.126.85⾦属↓２３位
6.106.38建材・住宅設備↓２４位
5.624.87トラック運送↑２５位
5.236.45⽯油製品・⽯炭製品製造↓２６位
5.216.72⾦融・保険↓２７位

ーーその他ー

点数質問③
交渉が実現しなかった理由

質問②
発注企業から交渉申
し⼊れがあったか

質問①
交渉が
⾏われたか

１０点申し⼊れがあった
⾏われた

８点申し⼊れが
なかった

１０点コストが上昇せず、交渉は不要と
判断し、辞退したため

申し⼊れが
あった

⾏われな
かった

１０点コストが上昇したが、交渉は不要と
判断し、辞退したため

５点
コストが上昇したが、発注量減少
や取引停⽌を恐れ、申し⼊れを辞
退したため

対象外
コストが上昇せず、価格交渉は不
要と判断し、交渉を申し出なかった
ため

申し⼊れが
なかった

対象外
コストが上昇したが、価格交渉は
不要と判断し、交渉を申し出な
かったため

ー５点
コストが上昇したが、発注量減少
や取引停⽌を恐れ、交渉を申し出
なかったため。

ー１０点コストが上昇し、交渉を申し出たが、
応じてもらえなかったため。

※ 表中、↑↓→は前回調査と⽐較した結果の上がり下がりを⽰す。
※ 価格交渉が⾏われたか、下記の評価⽅法で回答を点数化し、発注企業の

業種別に集計。（例）家電メーカー（発注者）が、トラック運送業者
（受注者）に運送を委託するケースは、「電機・情報通信機器」に集計。

※今回調査より評価点を⼀部変更。⽐較表の点数は共通の条件にて算出。
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価格転嫁の状況① 【コスト全般】

ｎ=44,059

転嫁率（コスト全体）
︓46.1％

3⽉
９⽉結果

直近６ヶ⽉間の全般的なコスト上昇分の転嫁状況

転嫁率（コスト全体）
︓45.7％

n=67,390

コストが上昇せず、
価格転嫁は不要
12.9%

全く転嫁できず
19.8%

16.2%

63.0%

⼀部でも
価格転嫁できた
67.2%

①10割
②9割、8割、7割
③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤コストが上昇せず、
価格転嫁不要

⑥0割

⑦マイナス

問.直近６ヶ⽉間の全般的なコスト上昇分のうち、何割を価格に転嫁できたと考えますか。

20.7%

 コスト全体の価格転嫁率は46.1％、昨年9⽉より微増（45.7%→46.1%）。

 受注企業のうち、コスト増加分を全額（10割）価格転嫁できた割合（①）は約3ポイント増加（16.9％→19.6％）。⼀部でも価格転嫁
できた割合は、約4ポイント増加(63.0％→67.2％)。

 ⼀⽅、1〜3割しか価格転嫁できなかった割合（④）は約4ポイント増加（19.6％→23.4％）。全く転嫁できず/減額された企業も約2割。

⇒ 価格転嫁の裾野は更に広がりつつある⼀⽅、「転嫁できた企業」と「出来ない企業」で2極化の兆しもあり、転嫁対策の徹底が重要。

①16.9％
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転嫁率33.6%

52.6%

価格転嫁の状況② 【コスト要素別】

原材料費
３
⽉

エネルギー費

 労務費、エネルギー費の転嫁率は、原材料費と⽐較して約７ポイント低い⽔準だが、前回（昨年9⽉）よりも差は縮⼩
（▲10ポイント→▲7ポイント）。

⇒ 労務費の指針や、エネルギー費の全額転嫁を⽬指す旨の振興基準（本年3⽉改正）等の影響が、徐々に浸透しつつある。

①10割
②9割、8割、7割
③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤コストが上昇せず、
価格転嫁不要

⑥0割

⑦マイナス

労務費

転嫁率45.4%
⼀部でも価格転嫁できた

58.5%
９
⽉

３
⽉

９
⽉

転嫁率40.4%

⼀部でも価格転嫁できた
56.0%

50.0%

⼀部でも価格転嫁できた
56.7%

転嫁率36.7%

転嫁率40.0%
コストが上昇せず
価格交渉は不要

全く転嫁できずor 
減額

問. 直近６ヶ⽉間の各コスト上昇分のうち、何割を価格に転嫁できたと考
えますか。

転嫁率47.4%

61.2%

９
⽉

３
⽉
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各要素別の転嫁率コスト増に
対する転嫁率※2024年3⽉

各要素別の転嫁率コスト増に
対する転嫁

率
2023年9⽉ 労務費エネルギー原材料費労務費エネルギー原材料費

↑40.0%↑↑40.4%↑47.4%↑46.1%①全体36.7％33.6％45.4％45.7％①全体
↑51.1%↑↑54.1%↑↑63.2%↑61.0%化学1位

②
業
種
別

47.1％45.7％57.9％59.7％化学1位

②
業
種
別

↑↑↑44.1%↑↑↑49.7%↑↑56.5%↑53.5%製薬2位39.9％37.6％52.5％53.7％⾷品製造2位
↑43.3%↑↑45.3%↑57.0%↓51.9%機械製造3位39.9％37.8％55.2％53.4％電機・情報通信機器3位
↑37.8%↑38.3%↑↑53.0%↓51.5%飲⾷サービス4位39.8％38.9％55.5％53.3％機械製造4位
↑42.9%↑↑43.8%↑55.9%↓51.2%電機・情報通信機器5位35.7％34.0％47.6％52.1％飲⾷サービス5位
↑41.2%↑↑42.7%↓51.6%↓50.0%⾷品製造6位27.8％29.4％49.3％50.7％製薬6位

↑↑41.3%↑↑↑43.2%↑↑51.4%↑49.9%繊維7位35.6％35.1％50.5％50.5％卸売7位
↑42.5%↑↑45.2%↑53.8%↓49.1%造船8位38.3％40.1％53.6％50.2％造船8位

↑↑↑42.0%↑↑43.3%↑↑47.8%↑↑48.6%鉱業・採⽯・砂利採取9位34.2％33.7％48.7％49.2％紙・紙加⼯9位
↑↑45.1%↑↑↑44.9%↑↑49.4%↑↑48.3%電気・ガス・熱供給・⽔道10位34.4％35.2％50.6％48.8％⾦属10位

↓46.2%↑↑↑35.1%↑↑↑39.7%↑↑47.1%情報サービス・ソフトウェア11位35.0％33.2％47.3％48.7％⼩売11位
↑38.6%↑↑40.5%↑47.8%↓47.1%⼩売11位33.1％29.7％49.3％48.2％印刷12位

↑↑37.2%↑↑47.2%↑54.8%↑47.1%⾃動⾞・⾃動⾞部品11位33.1％32.0％43.4％47.0％繊維13位
↑38.3%↑39.6%↓47.5%↓47.0%卸売14位41.0％30.9％40.8％45.9％広告14位
↑42.3%↑↑40.2%↑↑49.1%↑46.9%広告15位33.5％30.6％47.5％45.3％建材・住宅設備15位
↑43.8%↑↑42.0%↑47.3%↑46.9%建設15位41.2％35.1％44.5％45.1％建設16位
↑37.9%↑↑41.5%↓49.8%↓46.2%⾦属17位28.8％37.8％51.3％44.6％⾃動⾞・⾃動⾞部品17位
↑37.4%↑37.5%↓45.9%↓↓45.1%紙・紙加⼯18位39.1％29.0％40.1％42.4％⾦融・保険18位

↑↑39.4%↑↑39.5%↓47.0%↓44.4%建材・住宅設備19位29.9％32.1％46.0％42.0％⽯油製品・⽯炭製品製造19位
↑↑37.4%↑↑38.8%↑↑51.8%↑43.9%⽯油製品・⽯炭製品製造20位37.2％32.3％41.4％41.1％電気・ガス・熱供給・⽔道20位

↑34.7%↑↑37.2%↓46.6%↓↓43.5%印刷21位31.1％34.6％38.0％40.6％鉱業・採⽯・砂利採取21位
↑38.9%↑↑38.7%↑↑41.8%↑42.1%不動産業・物品賃貸22位35.2％29.5％36.5％39.7％不動産業・物品賃貸22位

↑↑38.3%↑↑↑35.0%↑38.9%↑↑40.8%通信23位46.5％18.5％21.9％39.6％情報サービス・ソフトウェア23位
↑↑34.6%↑↑34.8%↑↑35.0%↑↑39.1%廃棄物処理24位27.8％27.1％28.0％34.0％廃棄物処理24位
↓↓32.3%↓28.8%↓↓34.1%↓↓35.3%⾦融・保険25位31.0％22.8％35.2％32.6％通信25位

↓31.7%↑↑27.8%↑↑33.8%↑↑33.7%放送コンテンツ26位32.0％21.1％28.6％26.9％放送コンテンツ26位
↑24.0%↑↑25.9%↑↑24.6%↑28.1%トラック運送27位19.1％20.7％17.3％24.2％トラック運送27位
↑39.8%↑↑38.4%↑44.2%↑44.3%その他-36.4％30.9％40.3％41.9％その他-

 製造業系が上位にあり、トラック運送、放送コンテンツ等が低いといった全体的な傾向は従前通りだが、トラック運
送は約4ポイント、放送コンテンツは約7ポイント上昇。

※9⽉時点との変化幅と⽮印の数の関係（例）↑︓ １〜４ポイント 上昇、 ↑↑︓5〜９ポイント 上昇、↑↑↑︓10ポイント以上 上昇

価格転嫁の実施状況の業種別ランキング（発注企業の業種毎に集計）
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（参考）業種別 価格交渉と価格転嫁との⽐較

価格転嫁率価格転嫁
46.1%全体
61.0%化学1位

業
種
別

53.5%製薬2位
51.9%機械製造3位
51.5%飲⾷サービス4位
51.2%電機・情報通信機器5位
50.0%⾷品製造6位
49.9%繊維7位
49.1%造船8位
48.6%鉱業・採⽯・砂利採取9位
48.3%電気・ガス・熱供給・⽔道10位
47.1%情報サービス・ソフトウェア11位
47.1%⼩売11位
47.1%⾃動⾞・⾃動⾞部品11位
47.0%卸売14位
46.9%広告15位
46.9%建設15位
46.2%⾦属17位
45.1%紙・紙加⼯18位
44.4%建材・住宅設備19位
43.9%⽯油製品・⽯炭製品製造20位
43.5%印刷21位
42.1%不動産業・物品賃貸22位
40.8%通信23位
39.1%廃棄物処理24位
35.3%⾦融・保険25位
33.7%放送コンテンツ26位
28.1%トラック運送27位
44.3%その他-

 価格交渉が⽐較的⾏われている業種は、価格転嫁（値上げ）にも応じている傾向（例︓化学、製薬）。
 他⽅、価格交渉には応じているが、結果としての転嫁（値上げ）を認める割合は低い業界もある（例︓廃棄物処

理、印刷）。

平均点数価格交渉
6.54全体
7.54化学1位

業
種
別

7.39鉱業・採⽯・砂利採取2位
7.38製薬3位
7.18電気・ガス・熱供給・⽔道4位
7.01廃棄物処理5位
6.98飲⾷サービス6位
6.94繊維7位
6.89卸売8位
6.88情報サービス・ソフトウェア9位
6.70⼩売10位
6.70広告10位
6.63⾷品製造12位
6.61建設13位
6.54印刷14位
6.51電機・情報通信機器15位
6.46造船16位
6.44機械製造17位
6.42紙・紙加⼯18位
6.38放送コンテンツ19位
6.33⾃動⾞・⾃動⾞部品20位
6.15通信21位
6.15不動産業・物品賃貸21位
6.12⾦属23位
6.10建材・住宅設備24位
5.62トラック運送25位
5.23⽯油製品・⽯炭製品製造26位
5.21⾦融・保険27位

ーその他-
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（今回初の調査） 労務費についての価格交渉の状況
 今回調査では、昨年11⽉に「労務費の指針」が策定・公表されたことを踏まえ、「労務費について、価格交渉できたか」調査。
 価格交渉が⾏われた企業（59.5％）のうち、その約7割において、労務費についても価格交渉が実施された。
 ⼀⽅で、約１割（8.8％）の企業が、「労務費が上昇し、価格交渉を必要と考えたが出来なかった」と回答。 そうした企業からの具
体的な声は、以下の通り。（例︓労務費アップは⾃助努⼒で対応すべき）

⇒ 引き続き、公正取引委員会等と連携し、「労務費の指針」を周知・徹底していく。

3⽉

労務費の価格
交渉も⾏われた
68.9%

労務費が上昇せず
価格交渉は不要

労務費は上昇したが
価格交渉は不要

労務費が上昇し、
価格交渉は必要と判断したものの、
交渉できなかった

n= 40,061

▲ 労務費については、「⾃助努⼒で解決すべきとして、交渉⾃体を拒否」された。
▲ 労務費上昇分について要求されるエビデンスを⽰す事が出来ず、諦めざるを得なかった。
▲ 価格交渉しようとしたが、「労務費が上昇しているのは御社だけではありません。」と⾔われ、交渉に応じてもらえなかった。
▲ 10年以上同様の業務（⼯事）を請け負っている為、価格を毎年同じにしている。

アンケート回答企業からの具体的な声

n= 67,390
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（参考）労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針①

発注者として採るべき⾏動／求められる⾏動

25

★⾏動①︓本社（経営トップ）の関与
①労務費の上昇分について取引価格への転嫁を受け⼊れる取組

⽅針を具体的に経営トップまで上げて決定すること、②経営トッ
プが同⽅針⼜はその要旨などを書⾯等の形に残る⽅法で社内外に
⽰すこと、③その後の取組状況を定期的に経営トップに報告し、
必要に応じ、経営トップが更なる対応⽅針を⽰すこと。

★⾏動②︓発注者側からの定期的な協議の実施
受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを求められ

ていなくても、業界の慣⾏に応じて１年に１回や半年に１回など
定期的に労務費の転嫁について発注者から協議の場を設けること。
特に⻑年価格が据え置かれてきた取引や、スポット取引と称して
⻑年同じ価格で更新されているような取引においては協議が必要
であることに留意が必要である。

協議することなく⻑年価格を据え置くことや、スポット取引と
はいえないにもかかわらずスポット取引であることを理由に協議
することなく価格を据え置くことは、優越的地位の濫⽤⼜は下請
代⾦法上の買いたたきとして問題となるおそれがある。

★⾏動③︓説明・資料を求める場合は公表資料とすること
労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める場合

は、公表資料（最低賃⾦の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上
昇率など）に基づくものとし、受注者が公表資料を⽤いて提⽰して
希望する価格については、これを合理的な根拠のあるものとして尊
重すること。

★⾏動④︓サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を⾏うこと
労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては、サプライ

チェーン全体での適切な価格転嫁による適正な価格設定を⾏うため、
直接の取引先である受注者がその先の取引先との取引価格を適正化
すべき⽴場にいることを常に意識して、そのことを受注者からの要
請額の妥当性の判断に反映させること。

★⾏動⑤︓要請あらば協議のテーブルにつくこと
受注者から労務費の上昇を理由に取引価格の引上げを求められた

場合には、協議のテーブルにつくこと。労務費の転嫁を求められたこ
とを理由として、取引を停⽌するなど不利益な取扱いをしないこと。

★⾏動⑥︓必要に応じ考え⽅を提案すること
受注者からの申⼊れの巧拙にかかわらず受注者と協議を⾏い、必要

に応じ労務費上昇分の価格転嫁に係る考え⽅を提案すること。

本指針
の性格

 労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双⽅の⽴場からの⾏動指針。
 労務費の適切な転嫁のため、発注者及び受注者がこの⾏動指針に沿った⾏為を⾏うことが必要。
 本指針に記載の１２の⾏動指針に沿わないような⾏為をすることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合には、公

正取引委員会において独占禁⽌法及び下請代⾦法に基づき厳正に対処することを明記。
 他⽅で、記載された発注者としての⾏動を全て適切に⾏っている場合、通常は独占禁⽌法及び下請代⾦法上の問題が⽣じな

い旨を明記。
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★⾏動②︓交渉記録の作成、発注者と受注者の双⽅での保管
価格交渉の記録を作成し、発注者と受注者と双⽅で保管する

こと。

発注者・受注者の双⽅が採るべき⾏動／求められる⾏動

★⾏動①︓定期的なコミュニケーション
定期的にコミュニケーションをとること。

★⾏動①︓相談窓⼝の活⽤
労務費上昇分の価格転嫁の交渉の仕⽅について、国・地⽅公

共団体の相談窓⼝、中⼩企業の⽀援機関（全国の商⼯会議所・
商⼯会等）の相談窓⼝など相談するなどして積極的に情報を収
集して交渉に臨むこと。

発注者に対して労務費の転嫁の交渉を申し込む際、⼀例とし
て、次⾴の様式を活⽤することも考えられる。

★⾏動②︓根拠とする資料
発注者との価格交渉において使⽤する根拠資料としては、最

低賃⾦の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率などの公
表資料を⽤いること。

★⾏動③︓値上げ要請のタイミング
労務費上昇分の価格転嫁の交渉は、業界の慣⾏に応じて１年

に１回や半年に１回などの定期的に⾏われる発注者との価格交
渉のタイミング、業界の定期的な価格交渉の時期など受注者が
価格交渉を申し出やすいタイミング、発注者の業務の繁忙期な
ど受注者の交渉⼒が⽐較的優位なタイミングなどの機会を活⽤
して⾏うこと。

★⾏動④︓公表資料を活⽤して⾃ら希望する額を提⽰
発注者から価格を提⽰されるのを待たずに受注者側からも希

望する価格を発注者に提⽰すること。発注者に提⽰する価格の
設定においては、⾃社の労務費だけでなく、⾃社の発注先やそ
の先の取引先における労務費も考慮すること。

受注者として採るべき⾏動／求められる⾏動

今後の対応

● 内閣官房は、各府省庁・産業界・労働界等の協⼒を得
て、今後、労務費の上昇を理由とした価格転嫁が進んで
いない業種や労務費の上昇を理由とした価格転嫁の申出
を諦めている傾向にある業種を中⼼に、本指針の周知活
動を実施する。

● 公正取引委員会は、発注者が本指針に記載の１２の採
るべき⾏動／求められる⾏動に沿わないような⾏為をす
ることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合
には、独占禁⽌法及び下請代⾦法に基づき厳正に対処し
ていく。

また、受注者が匿名で労務費という理由で価格転嫁の
協議のテーブルにつかない事業者等に関する情報を提供
できるフォームを設置し、第三者に情報提供者が特定さ
れない形で、各種調査において活⽤していく。

（参考）労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針②
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労務費の指針の周知の取組
中⼩企業庁のHPに価格交渉フォーマットや、価格交渉の根拠資料になるデータ（最低賃⾦の
上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率等）など、価格交渉・転嫁に役⽴つ情報を集約して掲載。指
針の普及に向けて、全国で説明会も実施。
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価格転嫁を促進するため、下請中⼩企業振興法に基づく「振興基準」を改定し、以下を追記。

①適切な取引対価の決定にあたって「労務費の指針」に沿った⾏動を適切に取る

②原材料費やエネルギーコストの⾼騰があった場合には、適切なコスト増加分の全額転嫁を⽬指すも
のとする

⇒1⽉26⽇から2⽉26⽇までの意⾒公募⼿続きを経て、3⽉25⽇より施⾏。

下請中⼩企業振興法 「振興基準」の改正

【経済財政運営と改革の基本方針2023 について（2023年6月16日閣議決定） 抜粋】
（中堅・中小企業の活力向上）
(前略)原材料費やエネルギーコストの適切なコスト増加分の全額転嫁を目指し、取引適正化を推進する。

【自民党・中小調査会提言（2023年6月20日） 抜粋】
（１）物価高・賃上げ対策 ●構造的・継続な賃上げ に向けた 価格転嫁対策の徹底

（前略）｢原材料費・エネルギーコストについては適切なコスト増加分の全額の転嫁を目指す、労務費も適切な転嫁が必
要 」という考え方を 経済界・ 社会全体 に提示し、・・・・

「振興基準」は、
①下請振興法に基づく⼤⾂名での「指導・助⾔」の基準、
②各業界団体（約７０団体）が作成する⾃主⾏動計画でも、振興基準の遵守が謳われ、
③パートナーシップ構築宣⾔した企業は、「振興基準を遵守する」旨を宣⾔・公表する

ことから、関連する企業（特に発注者）へ、価格転嫁の実効性向上に繋げるもの
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下請中⼩企業振興法
（振興基準）
第３条 経済産業⼤⾂は、下請中⼩企業の振興を図るため下請事業者及び親事業者のよるべき⼀般的

な基準(以下「振興基準」という。)を定めなければならない。

(指導及び助⾔) 
第４条 主務⼤⾂は、下請中⼩企業の振興を図るため必要があると認めるときは、下請事業者⼜は親事業

者に対し、振興基準に定める事項について指導及び助⾔を⾏なうものとする。

（新）振興基準

第４ 対価の決定の方法、納品の検査の方法その他取引条件の改善に関する事項
１ 対価の決定の方法の改善
（３）親事業者及び下請事業者は、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（令和５年11月

29日 内閣官房新しい資本主義実現本部事務局・公正取引委員会。以下「労務費の指針」という。）に掲げられている、「事
業者が採るべき行動／求められる行動」を適切にとった上で、取引対価を決定する。その際、「労
務費の指針」別添「価格交渉の申込み様式」の活用も併せ、労務費の上昇分を適切に転嫁できるよ
う協議するものとする。特に、最低賃金（家内労働法（昭和45年法律第60号）に規定する最低工賃
を含む。）の引上げ、人手不足への対処等、外的要因により下請事業者の労務費の上昇があった場
合には、その影響を十分に踏まえるものとする。

（４）労務費、原材料費、エネルギー価格等のコストが増加した場合には、親事業者は、予め定めた価
格改定タイミングはもちろんのこと、その期中においても、価格変更を柔軟に行うものとする。特
に原材料費やエネルギーコストの高騰があった場合には、適切なコスト増加分の全額転嫁を目指す
ものとする。
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発注企業側の好事例
 受注側のアンケート回答企業からの具体的な声や、発注企業へのヒアリングにより、発注企業側の

好事例も情報収集。
 取引⽅針の改善の参考として、周知していく。

1. 以前は、発注企業の特定の部⾨（製造部品）だけで定期的に価格交渉していたが、昨年度より、
その他の部⾨（運輸部⾨）においても、価格交渉の窓⼝を設置され、実際に交渉が始まった。
ドライバー不⾜問題から、特に労務費においては、要望額以上の値上げ回答額が提⽰された。

2. 発注企業から価格交渉を申出てほしい旨の連絡があり、記⼊例やフォーマットも送付して貰えた。
また、「他の受注企業からは価格値上げの交渉が⼊っているが、御社からは未だ来てないが、⼤丈
夫か︖」と、フォローも受けた。

3. 労務費に関する価格協議は、まずは受注企業の希望する取引価格を提⽰して貰い、その根拠資
料の提⽰が難しい場合に、受注企業も答えやすい「シンプルな試算式」を送付した。

4. 発注企業から、全ての取引先を対象にレターを送付。 送付後、その到着状況を確認し、電話や
メール、会議、商談等の場で「対話」を続け、状況をモニタリング。価格交渉に積極的に応じる姿
勢を伝えている。

ご参考︓取引適正化に向けた発注企業の取り組み例 （令和6年3⽉11⽇︓中⼩企業庁）
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/download/tenka_torihiki_tekiseika/ordering_company.pdf
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今後の価格転嫁・取引適正化対策
価格交渉できる雰囲気は醸成されつつあるが、価格転嫁率のさらなる向上が必要。

今後の最低賃⾦の改定時期、取引価格の改定時期を⾒据え、中⼩・⼩規模事業者の
賃上げ原資確保のためにも、粘り強く、以下の価格転嫁対策を継続して⾏く。

① ８⽉2⽇︓発注企業の社名リスト290社の公表

② 社名リストの公表後︓評価が芳しくない発注企業の経営者トップへの事業所管⼤⾂名
での指導・助⾔

③ ９⽉︓「9⽉の価格交渉促進⽉間」に向けて、価格交渉・転嫁を呼び掛け

④ パートナーシップ構築宣⾔の更なる拡⼤・実効性の向上
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２.パートナーシップ構築宣⾔について
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 パートナーシップ構築宣⾔は、「発注者」の⽴場から、「代表者の名前」で、サプライチェーン全体の付加価値向上
や望ましい取引慣⾏の遵守等について⾃主的に宣⾔・公表することで、取引適正化に関する社内への意識徹底、
取引先からの取組の⾒える化等を図り、サプライチェーン全体の共存共栄を図る取組。
※⽇本商⼯会議所・三村元会頭のイニシアティブの下、「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議（PS会議）」（2020年
5⽉）において、導⼊を決定。

※宣⾔の公表は賃上げ促進税制（⼤企業向け）の要件であり、国・地⽅の補助⾦の加点要素にもなっている。

 PS会議では、関係省庁・経済界が⼀堂に会し、経産省からパートナーシップ宣⾔企業の取引先（下請企業）
に対する調査結果を報告し、今後の課題や対応の⽅向性を⽰すとともに、宣⾔の拡⼤や取引適正化に向けた
経済界や各省庁の姿勢を確認。

 【共同議⻑】経済産業⼤⾂、内閣府特命担当⼤⾂（経済財政政策）
【構成員】厚労⼤⾂、農⽔⼤⾂、国交⼤⾂、内閣官房副⻑官（政務）、経団連会⻑、⽇商会頭、連合会⻑

※本年は、臨時議員として全国知事会・村井会⻑（宮城県知事）及び⽮⽥補佐官が出席。

「パートナーシップ構築宣⾔」について

２．未来を拓くパートナーシップ構築推進会議（PS会議）

 第1回は2020年5⽉、第2回は2020年11⽉、第3回は2022年2⽉、第４回は2022年10⽉11⽇、
第5回は2023年12⽉21⽇に開催。

（１）サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携（オープンイノベーション、IT実装、グリーン化等）
（２）下請企業との望ましい取引慣⾏（「振興基準」）の遵守、特に、取引適正化の重点5課題（※）への取組

※①価格決定⽅法の適正化、②型取引の適正化、③⽀払条件の改善、④知的財産・ノウハウの保護、
⑤働き⽅改⾰に伴うしわ寄せ防⽌

１．宣⾔の⾻⼦
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 2024年10⽉4⽇時点で55,065社が宣⾔（うち、資本⾦3億円超の⼤企業は2,559社）



近畿局管内各府県におけるパートナーシップ構築宣⾔の状況

 近畿経済産業局管内の宣⾔企業数︓９,233社(令和6年10⽉17⽇現在)
※全国に占める近畿局管内の宣⾔企業の割合︓約17％ (全国 55,462社)

福井県︓1,611社、滋賀県︓409社、京都府︓955社、⼤阪府︓
3,691社、兵庫県︓1,553社、奈良県︓453社、和歌⼭県︓561社

【各府県の取組の実例】

①補助⾦への加点措置、要件化、補助率のかさ上げ
府県の単独事業において、補助⾦等を申請する企業が「パートナーシップ構築宣⾔」の宣⾔企業である場合、
加点措置や応募の要件とする。または、宣⾔企業の場合、補助率の嵩上げ措置がある。

②経済団体が⾏う広報活動への補助事業の実施
商⼯会議所や商⼯会などの経済団体が実施する「パートナーシップ構築宣⾔」 の広報活動に対する補助事業を実施

③府県内への周知
知事名等で、府県内の発注側事業者に対して、「パートナーシップ構築宣⾔」を積極的に宣⾔するよう要請等を⾏って
いる。

④共同宣⾔の実施
府県や経済団体等が「パートナーシップ構築宣⾔」の普及等の内容を含む共同宣⾔を実施する。
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パートナーシップ構築宣⾔企業の取組事例集
 パートナーシップ構築宣⾔の趣旨を踏まえて、グリーン化や⼈材マッチングなど新たな連携に積極的に
取り組む事例や、宣⾔したことを契機に、下請事業者との適正な取引を含めて、経営者や調達担当
者の意識が⾼まった事例など、他の宣⾔企業やこれから宣⾔を⾏う企業にとって参考になると考えら
れる事例について、取組の概要や背景などのポイントをまとめて事例集として公表する。

 今後、宣⾔している全ての企業に届けるとともに、他省庁所管も含めて業界団体を経由した周知な
どを進めることで、取組事例集の普及に努める。また、事例集の継続的なアップデートを⾏っていく。
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パートナーシップ構築宣⾔を⾏う中堅・中⼩企業
へのヒアリング調査結果等について

■背景と⽬的
政府が⽬指す「成⻑と分配の好循環」において、賃上げは重要な政策の柱です。安定的な賃上げには、
⽣産性向上による原資の確保と共に、発注事業者と受注企業との間における、取引適正化、適切な価
格転嫁が重要となります。
本取組は、適切な価格転嫁に向けた、重要な取組のひとつである『パートナーシップ構築宣⾔』を公
表している中堅・中⼩企業に対して宣⾔の効果等を取りまとめることで、更なる宣⾔企業数の拡⼤と
実効性向上を⾏い、適切な価格転嫁の実現を推進していくことを⽬的としています。

■概要
・近畿経済産業局独⾃の調査として、『パートナーシップ構築宣⾔』の効果の検証として、宣⾔を公表して
いる中堅・中⼩企業132社へのヒアリング調査と、中⼩企業6社の取組事例集を取りまとめました。また、
中⼩企業の相談窓⼝での取組状況やその活⽤メリットと、相談事例を併せて整理・紹介しています。

・令和6年5⽉16⽇ 当局プレス発表
https://www.kansai.meti.go.jp/2chuusyou/shitauke/240516_newsrelease/240516_houdouha
ppyo.pdf

近畿経済産業局調査（2024年５月16日公表） 参考
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２．「パートナーシップ構築宣⾔」企業のヒアリング調査結果について

●調査の⽬的
「パートナーシップ構築宣⾔」は、官⺠連携で2020年5⽉に創設したサプライチェーンの取引先や価
値創造を図る事業者との連携・共存共栄を進めることで、新たなパートナーシップを構築することを、
「発注者」側の⽴場から企業の代表者の名前で宣⾔するもの。
今般、 近畿管内で宣⾔を公表している中堅・中⼩企業の中で、親事業者もしくは下請け事業者と
サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を超えた新たな連携や適正な取引価格の（価格交
渉ができる関係）取組状況を、従来から下請Gメンが実施している重点5課題のヒアリングに加えて、
近畿局独⾃の質問項⽬を設定しに管内132社へのヒアリング調査を実施した。

具体的には、中⼩企業⾃らのパートナーシップ構築宣⾔を積極的に取り組む項⽬、宣⾔することによ
る効果や補助⾦への申請状況に関するヒアリング調査を実施するとともに、親企業との価格交渉・価
格転嫁の現状のヒアリング調査も合わせて⾏った。

●調査の概要
・ 調査期間︓40⽇間 (2024年2⽉8⽇ 〜3⽉19⽇）
・ 調査した中⼩企業︓132社
近畿管内で パートナーシップ構築宣⾔を公表している中堅・中⼩企業であり、親企業とのサプライ
チェーンを構築していると予想される企業を有意に抽出

・ 調査・集計⽅法︓訪問 90社、オンライン 42社（全て対⾯によるヒアリング）

近畿経済産業局調査（2024年５月16日公表）から抜粋 参考
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N=132

 ヒアリング調査企業132社の概要について
1）グラフ① 「府県別」 ② 「業種別」から、ヒアリング訪問企業は企業数が多い京阪神地区が82％を
占め、業種としては、近畿地区の特徴である⾦属製品製造・加⼯業、化学、プラスチック製品、ゴ
ム製品製造業、繊維⼯業の企業が結果的に多くなった。

２）グラフ③「資本⾦別」④「従業員規模」から、ヒアリング企業の資本⾦は99％が１億円以下であり、
従業員規模も300名以下の企業が94％となった。

②調査企業の業種別の割合①調査企業の所在府県別の割合 ③調査企業の資本⾦規模の割合 ④調査企業の従業員規模の割合

大阪府

53%

京都府

15%

兵庫県

14%

和歌山県

7%

奈良県

5%

滋賀県

4%
福井県

2%

1千万円以下

30%

5千万円以下

42%

1億円以下

27%

3億円以下

1%

金属製品製造・加

工, 42%

化学、プラスチック製

品、ゴム製品, 9%

繊維工業, 

8%

製造業_その他, 

36%

非製造業, 5%

2.-① 調査結果︓ヒアリング調査企業の概要（業種別、府県別、資本規模別、従業員別）
近畿経済産業局調査（2024年５月16日公表）から抜粋 参考
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2.-②調査結果︓価格協議（交渉）の現状(パートナーシップ構築宣⾔を公表している親事業者の対応)
 パートナーシップ構築宣⾔を公表している中⼩企業132社に価格協議について⾃社の親事業者の対応状況を

ヒアリングし、193事案（複数社回答を含む）の回答の結果から
１）価格協議の⽅法

・発注企業からの申し⼊れは13％
・価格協議（交渉）が⾏われた割合は、 「時間を要した」事例も含めると88％に達する。

２）フォローアップ調査結果（2023年９⽉︓中⼩企業庁実施）との⽐較
・質問項⽬が違うので完全な⽐較はできないが、本調査では親事業者からの申し⼊れ割合は、フォロー
アップ調査と⽐べ▲1.3ポイント低いものの、価格協議（交渉）が⾏われた割合は88％でフォローアップ調
査の58.5%を⼤きく上回った。⼀⽅、対応してもらえなかった割合は、フォローアップ調査の7.8%と⽐べ
▲5.0ポイント低い２％となり、パートナーシップ構築宣⾔実施の親事業者の価格協議に対するの意識の
⾼さが伺える。

価格協議の現状
2023年9⽉のフォローアップ調査結果

①親事業者(宣言企業)から申し

入れ , 13%

②定期的に価格交渉の場

が設けられている, 17%

③当方からの申

し出に速やかに

応じてもらえた, 

53%

④時間を要したが、申し

入れに応じてもらえた , 

5%

⑤申し入れに応じ

てもらえない, 2%

⑥協議はして

いない, 10%

価格協議が⾏われた
88%

交渉を希望したが、
⾏われなかった
7.8％（⑦、⑧、⑨）

交渉が⾏われた
58.5％（①、
②）

発注企業からの申し
⼊れにより交渉が⾏
われた

コストが上昇せず
価格交渉は不要
16.4％（③、④）

コストは上昇したが
価格交渉は不要
17.3％（⑤、⑥）

近畿経済産業局調査（2024年５月16日公表）から抜粋 参考
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2.-③調査結果︓価格転嫁の現状(パートナーシップ構築宣⾔を公表している親事業者の対応)

 パートナーシップ構築宣⾔を公表している中⼩企業132社に価格転嫁について⾃社の親事業者の対応状況を
ヒアリングし、193事案（複数社回答を含む）の回答の結果から
１）価格転嫁の現状
・75％の企業から「7割以上」の価格転嫁ができたとの回答があった。
・価格転嫁を受け⼊れてもらえなかった割合は、２％とごく少数の企業であった。

２）フォローアップ調査結果（2023年9⽉︓中⼩企業庁実施）との⽐較
・質問項⽬が違うので完全な⽐較はできないが、「7割を超える価格転嫁」が、フォローアップ調査では33.8％

に対し、今回の調査では75％にのぼった。⼀⽅、「全く価格転嫁ができなかった」との回答はフォローアップ調査に
⽐べても極端に少なく（20.7％⇒2％）となり、今回のヒアリング企業では、親企業との価格転嫁が進んでい る
結果となった.

価格転嫁の現状
2023年9⽉のフォローアップ調査結果

コストが上昇せず、
価格転嫁は不要
16.2%

全く転嫁できず
or 減額
20.7%

⼀部でも
価格転嫁できた
63.0%

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤コストが上昇せず、
価格転嫁不要

⑥0割

⑦マイナス

問.直近６ヶ⽉間の全般的なコスト上昇分のうち、何割を価格に転嫁できたと考えますか。
①７割以上

75%

②４～６割程度

8%

③１～３割程度
7%

④全く受け入れてもらえなかった

2%

⑤価格転嫁は不要

1%

該当なし・回答な

し

7%

⼀部でも価格転嫁できた
90％
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2.-④調査結果︓価格協議と価格転嫁の現状から(パートナーシップ構築宣⾔を公表している親事業者の対応)
 親事業者と受注事業者の双⽅ともにパートナーシップ構築宣⾔を公表している企業間の価格協議の⽅法と価格

転嫁の状況について中堅・中⼩企業132社と宣⾔公表の親事業者との取引193事案（※）のヒアリング結果
から、
・価格協議の⽅法が、①「親事業者からの申し⼊れ」、③「受注者からの申し⼊れ」の事案は、価格転嫁が「③
1~3割程度」にとどまったものが⾒受けられる。
・⼀⽅で、②定期的に価格交渉の場が設けられている事案は、価格転嫁が、「③1~3割程度」、「④全く受け⼊
れてもらえなかった」という事例は皆無で、親事業者、受注者双⽅の定期的なコミュニケーションをとることで価格
転嫁も進んでいることが伺える。

・価格協議はしていないが、価格転嫁を「7割以上できている」事業者が10事例あった。

（※）193事案については複数回答含む
価格転嫁の状況

(事案数)
総計

該当な
し・回答

なし
⑤価格転嫁

は不要
④全く受け

⼊れてもらえ
なかった

③１〜３割程度②４〜６割程度①７割以上

251013218①親事業者(宣⾔企業)から申し⼊れ

価
格
協
議
भ
⽅
法

332000526②定期的に価格交渉の場が設けられている

1033006985③当⽅からの申し出に速やかに応じてもらえた

9000405④時間を要したが、申し⼊れに応じてもらえた

3002100⑤申し⼊れに応じてもらえない

208110010⑥協議はしていない

19314141416144総計

近畿経済産業局調査（2024年５月16日公表）から抜粋 参考
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2.-⑤調査結果︓積極的に取り組む項⽬、経営者の関与／推進体制・組織
 積極的に取り組む項⽬は5つの項⽬から最低1項⽬選択することになっているが、複数選択も可能。宣⾔企

業のうち、7割を超える企業が、「①企業間の連携」を選択、続いて「④グリーン化への取組」が半数近くの企業
が選択。逆に「③専⾨⼈材マッチング」は12％に⽌まっている。

 宣⾔者である経営者の積極的な関与かつ宣⾔に対する推進体制を構築している企業は56％にのぼった。

N=132社
複数選択あり

宣⾔企業が積極的に取り組む項⽬【複数選択可】

全ヒアリング企業
132社

経営者の関与なし
25社 全企業数の19％

推進体制・組織あり
74社 全企業数の56％

推進体制・組織なし
33社 全企業数の25％

経営者の関与あり
107社 81％

宣⾔にかかる経営者の積極的な関与/⾃社の推進体制

43
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2.-⑥調査結果︓パートナーシップ構築宣⾔の具体的な効果

 パートナーシップ構築宣⾔を公表したことで、「効果があった」と答えた企業は補助⾦の加点措置等の効果も含
め、40%、52社に⽌まった。なお、補助⾦の加点措置等以外に効果があったと答えた企業は31%、41社と
なった。

 補助⾦の加点措置等以外に効果があったと回答した企業41社のうち、34％の14社が「サプライチェーンの強
化」につながったと答えており、次いで「社員の意識の向上」が24％、10社という結果となった。

効果があった(補助金), 9%

効果があった(補助

金以外), 31%

効果不明, 8%

(現時点で)効果はない,

52%

効果有り
40％

サプライチェー

ンの強化

34%

⽀払い条件の改

善（現⾦化）

12%

社員の意識向上

24%

グリーン化への

取組推進

15%

健康経営の推進

3% ⽣産性

の向上

12%

効果有り（補助⾦以外）
31％

パートナーシップ構築宣⾔の効果

補助⾦以外の効果

N=４1社

企業数補助⾦以外の効果

14サプライチェーンの強化

5⽀払い条件の改善（現⾦化）

10社員の意識向上

6グリーン化への取組推進

1健康経営の推進

5⽣産性の向上

41計

44N=１３２社
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1．申請して採択された

57%

2．申請して不採択だった

8%

3．申請中

3%

4．申請するつもり

5%

5．申請しない、していない

23%

6. 不明

4%

2.-⑦調査結果︓補助⾦への申請
 調査した中⼩企業の内132社の内、96社(73％)が補助⾦を意識し、宣⾔を公表。
 残りの内30社(23％)は、補助⾦を⽬的に宣⾔をしていない。

補助⾦への申請
73％

割合企業数

57%751．申請して採択された

8%102．申請して不採択だった

3%43．申請中

5%74．申請するつもり

23%305．申請しない、していない

5%66. 不明

132計

補助⾦への申請
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３．ヒアリング調査結果から（まとめ）
 パートナーシップ構築宣⾔を公表している関⻄のものづくり企業の「⾦属製品製造・加⼯」、「化学
（化学、プラスチック製品、ゴム製品）」を中⼼に132社にヒアリング調査を実施したところ、 ⾃社
の親企業とは、88％の企業が価格協議ができており、「7割以上の価格転嫁」ができている企業も
75％にのぼった。
※中⼩企業庁のフォローアップ調査結果では、価格交渉の状況で全27業種中、「化学」が3位、「⾦属」が6位、価格転嫁率
では「化学」が1位、「⾦属」が9位となっている。

 親企業と定期的に価格協議の場が設けられている場合は、価格転嫁も総じてうまくいっていることが
伺えた。

 宣⾔を公表している企業の中で、具体的な効果があったと答えた企業は40％、52社に⽌まったが、
「補助⾦の加点措置等以外にも効果があった」と答えた企業（41社）は「補助⾦の加点措置等
に効果があった」（11社）と回答した企業の3倍以上にもなった。⼀⽅で、補助⾦を意識して宣⾔
した企業は73％に達した。

 補助⾦の加点措置等以外での具体的効果としては、宣⾔をしたことで、「企業間のサプライチェーン
の強化」、「社員のモチベーションアップ」、「グリーン化への取組推進」、「⽀払い条件の改善（現⾦
化）」等に繋がったと回答があった。

 宣⾔内容の推進については経営者の積極的な関与が81％の企業でみられ、かつ推進体制も
56％の企業が整えていた。
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3.その他の取り組み
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事務局HP
https://shoryokuka.smrj.go.jp/

中⼩企業省⼒化投資補助事業 コールセンター
ナビダイヤル 0570-099-660

IP電話等からのお問い合わせ先 03-4335-7595
お問合せ時間︓9:30〜17:30／⽉曜〜⾦曜（⼟・⽇・祝⽇除く）

カタログ登録サポートセンター
03-6746-1530

お問合せ時間︓9:30〜17:30／⽉曜〜⾦曜（⼟・⽇・祝⽇除く）

インフォメーション窓⼝
各都道府県に相談対応窓⼝が設置されています。事前予約制。
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価格転嫁の機運の醸成に向けて近畿経済産業局独⾃事業の取組

★9⽉18⽇福井県
１）基調講演
２）施策説明
３）地⽅公共団体や他省庁、事業者による事例発表

★11⽉7⽇京都府（京都市共催）
１）基調講演
２）施策説明
３）地⽅公共団体や他省庁、事業者による事例発表
４）個別相談会

★来年2⽉⼤阪府開催予定
以上３回のセミナーを開催することにしており、次回のセミナーは詳細が決
まり次第、当局のHP等にてお知らせします。

令和6年度セミナー実施計画

主催
・「価格転嫁サポート研修会」 財務局、公取と共催(9/29)、「価格転嫁サポートセミナ－」 ⼤商と共催(3/7)
連携・協⼒
・地元⾦融機関（⼤阪信⾦）と連携し、の価格転嫁セミナーに登壇（9/25、12/14）
・管内の⾃治体と連携し、価格転嫁セミナー等に登壇（奈良県の商⼯団体4回）（⼤阪府経営指導員向けに開
催）
・所管の⼯業組合のセミナーにて価格転嫁について講演。

昨年度価格転嫁対策セミナー等の実績

【本⽇のセミナーのチラシ】
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価格交渉サポート事業
 製造業、卸売業、⼩売業、サービス業及び運輸業に属する下請取引のある親事業者の外注
（購買）業務を担当・管理している⽅々を対象とした下請法の解説、併せて下請取引に係る社
内整備体制の解説並びに下請中⼩事業者の価格交渉⼒強化に向けた適正取引講習会（下
請法、価格交渉）をそれぞれ開催。

51

お⼿持ちのPC・スマホからe-learning受講・講習会申込可能。
「適正取引⽀援サイト」で検索︕https://tekitorisupport.go.jp/

オンライン講習会（毎⽉４回程度開催）
• 下請法講習会（基礎編） 令和６年度受講者 2,337名 ※10回実施時点 （令和５年度 3,501名※52回実施）
• 価格交渉講習会（基礎編） 令和６年度受講者 327名 ※7回実施時点 （令和５年度 1,690名※68回実施）

e-learning（下請法・価格交渉実践編）

対⾯講習会（令和６年度は地域の新聞社や経済団体とも連携。47都道府県×4回開催）

• 登録者数 26,963⼈ ※８⽉１９⽇時点

地⽅新聞社が中⼼となって、中⼩企業等の⽀援機関の他、地域のステークホルダーを構成メンバーに
コンソーシアムを構築した地元地域での講習会

・令和７年３⽉までに、４７都道府県×４回以上
（各団体１回）の開催
・講師は、当該エリアなどから選定された中⼩企業診断⼠など

適正取引⽀援サイトにて、
順次、参加申し込み受付開始︕


